
1 
 

資料１ 

道路交通研究部の運営方針 

１．使命 

〇 道路は、国土の骨格や住宅の街区等をなすネットワークを形成し、人やモノの移動のほ

か、滞留や賑わい、環境、施設の収容、防災などの様々な機能を発揮することにより、経

済活動や生活を支える重要な社会基盤である。 

〇 道路交通研究部では、人口減少・高齢化、災害の激甚化、気候変動、物流危機といった

近年の社会課題に対応しつつ、道路の持つ機能が最適かつ最大限に発揮されるよう、技術

的・政策的な調査研究の実施と成果の社会への普及、現場実務への技術支援等に努め、安

全・安心で持続可能な豊かな社会の実現に貢献することが使命である。 

 

２．国土・社会の動向と将来展望 

（１）中長期的な道路交通に関する動向と取り組むべき課題 

 ①生産性向上等に資する円滑なモビリティの確保 

〇 我が国の道路ネットワークについて、整備延長は増加する一方、都市部をはじめ渋滞が

空間的、時間的に偏在して発生するほか、災害時の通行止めやイベント等の際のリダンダ

ンシーや所要時間に地域格差が生じるなど、生産性や地域活力等の観点から様々な課題が

ある。「高規格道路ネットワークのあり方、WISENET2050・政策集（R5.10 社整審道路分科

会国土幹線道路部会中間とりまとめ）」1)において、道路ネットワーク全体のサービス向上

を実現するためにデータを活用したパフォーマンス・マネジメントを展開するとともに、

道路のサービスレベルを確保し、シームレスな高規格道路ネットワークの構築を目指すこ

ととなっている。 

〇 具体的には、道路ネットワークの階層に応じて様々な視点からサービスレベルを評価し、

目標を達成するための道路整備・改良の技術基準を定めた上で、局所的な渋滞対策やICT・

AI等を活用した動的な交通運用など、偏在する需要に効率的に対応するパフォーマンス・

マネジメントの手法を確立することにより、道路サービスを実現していく必要がある。 

〇 ネットワーク整備にあたり実施する事業評価については、社会資本整備審議会事業評価

部会で継続的に議論されているが、道路事業の意義・有効性を様々な側面から総合的かつ

客観的に評価するための手法や多様な評価項目を科学的に示していく必要がある。 

○ トラックドライバーの不足・高齢化が課題となる中、将来的な輸送力不足への懸念に対

し、政府の物流の革新に関する中長期計画（令和6年 2月）2）に基づき、物流事業者のみ

ならず、荷主や一般消費者が協力して物流を支える環境整備を図るほか、車両の大型化や

自動化、更には道路の低炭素化を含む総合的な施策を講じることとしており、道路もこれ

に対応する必要がある。 

 ②安全・安心なくらしに資する道路利用の安全性向上 

〇 安全・安心な社会の実現に向けて道路交通の分野では、第12次交通安全基本計画中間案
3)が策定され、交通事故のない社会を目指すことが示されている。このため、生活道路に

おける人優先の歩行空間の確保のための「ゾーン 30 プラス」及び幹線道路における事故

危険箇所への重点的な対策の推進が求められている。その際、道路システムの DX を通じ

たデータ利活用を進めるともに、対策の効果を客観的に分析した結果を蓄積し活用するこ

とで交通事故要因に即した効果の高い対策を立案・実施することが求められている。 

○ 移動手段に関する多様化も進み、自動車だけでなく自転車や新しいモビリティ等に対応
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した「誰もが自由に安心して移動 4)」できる道路空間の確保が求められている。特に自転

車利用は環境負荷低減、健康増進、混雑緩和に資するものであり、自転車活用推進計画 5)

において、自転車ネットワーク整備等により利用を推進することとされている。この際、

安全で快適に通行できる空間整備や安全確保が課題とされ、またこれらの課題が令和8年

4月の青切符導入を機に一層顕在化する恐れもあり、解決が望まれる。 

○ 自然災害が激甚化・頻発化する中で、社会資本整備重点計画 6)において、地域のくらし

の安全・安心の確保に向け、信号に依らない交通処理が可能なラウンドアバウトの活用等

を図り災害に強い道路ネットワークの構築を進めることとされている 

 ③持続可能な社会の実現に向けたカーボンニュートラルへの貢献 

〇 持続可能な社会に向けて環境の面からは、道路の整備・利用による環境への影響を考慮

すべき対象が、大気や騒音といった生活環境の分野から、生物多様性などの自然環境、気

候変動などの地球環境へと時代とともに広がりを見せている。自然環境に関しては、国家

戦略において 2030 年のネイチャーポジティブ（自然再興）の実現を目指すことが位置づ

けられている 7)。 

〇 低炭素で持続可能な道路交通の実現に向け、令和7年4月に道路法が改正され、基本理

念に脱炭素化の推進が明記されるとともに、国の道路脱炭素化基本方針に基づき、道路管

理者が道路脱炭素化推進計画を策定する枠組みが導入されている。具体的には、高規格道

路への機能分化やデータに基づく交通マネジメント、EV給電施設の道路内設置や案内サイ

ンの整備などに取り組む 8)こととしており、自動車交通によるCO2 排出量の推計や、道路

施策による CO2 排出量削減効果の推計・評価を的確に行える手法を構築し、各種の取り

組みを効率的、効果的に進める必要がある。 

 ④様々な社会課題に対応する多機能空間としての道路利用策 

〇 様々な社会課題に対応して、道路空間は移動のためだけではなく、滞在や賑わい、環境、

防災など多くの面から機能を果たすべきとの方向性が示されており、これに対応した空間

の施設配置や利用の仕方を検討する必要がある。 

〇都市内の道路空間について、歩道や自転車道、バス専用レーン、賑わいのための空間など、

車線削減を含めた再配分を考えることが重要である。道路空間について、必要な交通機能

を確保しつつ、地域活性化や防災といった地域課題に対応して、人々の滞留、施設の収容

空間など多面的な機能を果たせるよう、時間帯等で変更することも含めて新たな空間配分

や、関係者との連携による利用の仕組みを検討する必要がある。また、防災の観点から、

道路が停電なく電力供給や通信を確保し、緊急輸送道路としても機能するよう、無電柱化

の推進が必要である。 

 ⑤情報通信技術を駆使して社会課題の解決を目指すシステム開発 

〇 各種の道路施策や道路分野全般のDXを進めるために、最新の技術やビッグデータを活用

する取組が重要である。幅広い道路関係者等に利用される基盤的な道路交通データ収集シ

ステムやデータ連携プラットフォームを構築・改良することにより、施策立案や研究実施

の高度化・高質化を図るとともに、一般公開を拡充し政府データのオープン化にも貢献す

る。 

〇また、社会課題に対して、最新の情報通信技術を活用して新しい道路交通システムを構築

することにより、その改善・解決を図ることが期待される。持続可能な物流サービスの確

保のための路車協調による高速道路での自動運転トラックの社会実装に向けた環境整備、

道路管理者によるプローブデータ収集の充実とリアルタイムな情報提供に対応する次世

代路車協調システムの技術開発を行うことなどにより、社会課題の解決を目指す。 
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（２）最近の法令改正等の動向 

 ①道路交通法の改正 9）、道路交通法施行令の改正 10） 

〇 令和8年4月より、自転車の交通反則通告制度が導入される（いわゆる「青切符」の導

入）。運転者が一定の違反行為をした場合、一定期間内に反則金を納めれば、刑事裁判や

家庭裁判所の審判を受けないで事件が終結される制度である。 

○ 令和8年9月より、生活道路（中央線がない地域住民の日常生活に利用される道路）に

おける自動車の法定速度が60キロメートル毎時から30キロメートル毎時に引き下げられ

る。 

 ②道路法等の一部を改正する法律（公布：令和7年4月16 日）11） 

〇 令和6年1月の能登半島地震を踏まえた災害対応の深化や道路の脱炭素化の推進等を図

るため、道路啓開計画の法定化や、道路管理者が協働して道路脱炭素化推進計画を策定し

脱炭素化を推進する枠組みの導入等の措置を講ずるもの。 

 ③物流に関連する法令の改正 

 （「働き方改革関連法」適用、「改善基準告示」改正 12）、「物流総合効率化法」等改正 13）） 

〇 令和6年4月より、トラックドライバーにも「働き方改革関連法」（平成31年に施行、

時間外労働の上限規制等を規定）の適用開始。これに伴い、「自動車運転者の労働時間等

の改善のための基準」（改善基準告示）が改定され、ドライバーの拘束時間が減少し、1人

が運べる荷物量が減少（輸送量減）。物流の停滞が懸念される。 

○ 改正「物流総合効率化法」が令和6年5月に公布（令和7年4月施行）、物流事業者のみ

ならず、荷主や一般消費者が協力して物流を支える環境整備を図ることとしている。 

 

 （関係する行政の方針・計画等） 

1) 国土交通省道路局、WISENET2050・政策集（令和5年10月） 

2) 2030年度に向けた政府の中長期計画（令和6年2月16日、我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議） 

3) 第12次交通安全基本計画中間案（令和7年11月中央交通安全対策会議資料） 

4) 国土交通省道路局、2040年、道路の景色が変わる ～人々の幸せにつながる道路～（令和2年6月） 

5) 第3次自転車活用推進計画素案（パブリックコメント中） 

6) 社会資本整備重点計画（令和8年1月閣議決定） 

7) 生物多様性国家戦略2023-2030（令和5年3月閣議決定） 

8) 国土交通省道路局、道路分野の脱炭素化政策集 Ver.1.0（令和6年12月） 

9) 道路交通法の一部を改正する法律（令和六年法律第三十四号、令和8年4月1日 施行） 

10) 道路交通法施行令の一部を改正する政令（令和六年政令第二百四十八号、令和8年9月1日 施行） 

11) 道路法等の一部を改正する法律案（令和7年4月16日公布） 

12) 自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（令和4年厚生労働省告示、令和6年4月1日適用） 

13) 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（令和

6年5月15日公布、令和7年4月1日一部施行） 
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３．令和８年度に特に重視する研究・活動の実施方針 

道路交通研究部では、２．国土・社会の動向と将来展望を踏まえ、下記の研究を民間や大学、

所内の他の研究部※との連携等により効果的に実施し、その成果については技術基準類や施策

立案への反映、現場実務支援ツールとしての配布、論文等での周知、国際連携・国際協調活動

を通じた情報発信等により、社会で活用されるよう努めるものである。 
※ 道路構造物研究部（災害対応）、社会資本マネジメント研究センター（道路緑化、カーボンニュートラル（建設事業）、

経済効果（脱炭素、物流）） 等 

 

（１）生産性向上等に資する円滑なモビリティの確保 

〇R7 道路交通センサス結果の全国的な集計・分析、非観測区間における交通量推定・検

証を行い、公表用資料案を作成する。また、きめ細かな渋滞対策立案に資するよう、様々

な時期のOD交通量を推定し、現場へデータ提供する。 

〇道路ネットワークの階層性に応じて道路円滑性を評価する指標・閾値案を構築する。ま

た、基本交通容量や設計基準交通量について今の道路交通状況に見合った見直し方針案

を作成する。これらの検討に際しては学会等へ意見を求めながら進める。 

〇災害時の交通マネジメントに資する通行可能経路や所要時間実績を提供するシステム

の開発に必要となる要件案を整理する。 

〇道路事業における多様な効果評価方法の1つとして、道路ネットワークの階層性利用に

関する評価指標及び算定・評価方法などをとりまとめ現場導入方法案を作成する。 

〇物流効率化に資する電動大型車などに対応した幾何構造基準改正（幅員、勾配など）の

必要性を検証するための実験を実施する。その結果を産学官での審議に活用できるよう

整理する。 等 

（２）安全・安心なくらしに資する道路利用の安全性向上 

○ AI画像認識を用いてヒヤリハット時の人や車の挙動の数値化・類型化を行うことにより、

ヒヤリハットの自動抽出ツールを作成する。また、ツールを活用した事故要因分析・対

策立案の手法を提示する。 

○ 防護柵の3次元シミュレーションについて、衝突の衝撃度や柵の構造を変化させて解析

を行い、性能評価における効果的・効率的な適用方法案を作成する。 

○ 自転車と歩行者の通行空間の分離のあり方について、縁石の形状等に関する構内走行実

験を行い、適切な境界部構造案を作成する。 

○ 信号に依らず災害に強いラウンドアバウトについて、多車線道路に適用したケースの走

行基礎実験を行い、国内に適用する際の課題を抽出する。 等 

（３）持続可能な社会の実現に向けたカーボンニュートラルへの貢献 

〇希少野生動植物のロードキル対策について、対策箇所の選定、ドライバーへの注意喚起

対策の検討、対策の効果計測を試行し、ロードキル対策手法(案)を作成する。 

○次世代自動車の普及を踏まえ、自動車走行時の燃費/電費特性の計測結果を元に CO2 排

出係数を算定する。CO2 排出係数を用いて、道路利用による CO2 排出量を試算し、CO2

排出量の推計手法を作成する。 等 

（４）様々な社会課題に対応する多機能空間としての道路利用策 

〇人中心の道路の実現に向け、先行研究や事例から歩行者優先のあり方、共存空間の考え

方を整理し、歩行者と車両が共存する道路空間の再編方策(案)としてまとめる。 
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○電線共同溝整備や電柱の撤去時などにおける地元住民、事業関係者調整の円滑化の課題

と解決策を調査・整理し、無電柱化事業の合意形成円滑化を支援するガイド(案)を改訂

する。 等 

（５）情報通信技術を駆使して社会課題の解決を目指すシステム開発 

〇東北自動車道での自動運転トラックの実証実験を実施し、自動運転トラック向け路車協

調システムの技術仕様を作成する。また、一般道での自動運転移動サービスの実証実験

を評価・分析し、交差点等での路車協調システムの技術基準案を作成する。 

〇PIARC（世界道路会議）技術委員会（TC 2.4「持続可能性のための道路ネットワーク管

理とITS」及びTC 2.5「コネクテッドと自動運転のモビリティのための道路インフラ」）

と連携し、我が国の自動運転の施策・取組について優良事例集として発刊するとともに、

最終報告書に反映する。 

〇自動車メーカ、道路管理者等との共同研究により、道路管理者が中期的に（2035年頃）

提供すべき次世代ITSサービス（既存ETC2.0システムの抜本的な改良が必要なサービ

ス）のコンセプトを定義し、機能要件とシステム要件を整理する。 

〇道路管理者が車載型重量計（OBW）による重量情報を活用するユースケースを整理し、

OBWの重量情報とモニタリングシステムを連携するシステムの基本仕様を作成する。 

〇地方公共団体を公募し、ETC2.0プローブデータのオープン化の試行を継続するとともに、

地方公共団体向けETC2.0プローブデータのオープン化に向けた手続き案を整理する。 

〇道路データプラットフォーム（R7.5一般公開開始）についてデータ連携拡充（踏切DB、

ゾーン30プラス、自転車通行空間整備状況など）、一般利用者や道路管理者等のユーザ

ーニーズを踏まえた表示機能改良を実施する。 等 

 


